
Ｊリーグクラブの株式上場について

2022.7.28

Ｊリーグクラブ経営本部



2

上場解禁の背景：Ｊリーグの現状

◆ 創設以来、着実な成長を遂げてきたが、更なる成長に向けてビジョン2030を掲げ、その実現に向け
て取り組んでいる

ビジョン2030
Ｊリーグの収益推移1

(クラブ合算、2005-2020, 億円）

注1: クラブ単位での事業収益等に関する海外主要リーグとの比較については参考資料P8を参照のこと
注2: 2020年の落ち込みは新型コロナウイルスの影響による入場料収入等の減少が要因

社会連携
想いを共有し、仲間のチカラを借りて地域とク
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事業強化
事業の選択肢を増やし、Ｊリーグの多様な価
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※ビジョン2030と中計2022について、現在4年に一度の再確認「ローリン
グプラン」のタイミングのため、上記記載内容は後にビジョン2034として内容
が一部変更される可能性があります。
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上場解禁の背景：ビジョン2030達成への取り組み

◆ ビジョン2030達成に向けた取り組みの一環として、クラブの株式上場を実質的に不可能としていた
リーグ規約を見直し、クラブの上場を可能とした

放映権収入の拡大

育成システムの強化

社会課題解決への注力

デジタルマーケティング
の強化

クラブ経営に関する
規制緩和

Ｊリーグにおける主要施策

◆ 海外の有力スポーツ配信プラットフォームであるDAZNと長期
大型契約を締結し、視聴者増加に向け協働中

◆ 海外から選手育成に関する第一人者を招聘し、クラブの育成
強化に向けたプロジェクト（Project DNA）を立上げ推進中

◆ Ｊリーグ全体の最重要活動として社会課題解決を位置付け、
“シャレン！”としてリーグ・クラブ一体となって注力

◆ 各クラブのデジタルマーケティング強化に向けて、リーグによる
共通基盤整備や人材育成含め、包括的な取り組みを実施中

◆ 各クラブの経営における選択肢の拡大を主眼に、クラブライセン
ス制度の財務要件緩和や上場解禁などの規制緩和を推進
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上場解禁の意義・目的

◆ クラブの上場解禁により、上場クラブのみならずリーグ全体の成長を推進する

2022年3月 クラブ上場解禁
– それ以前はＪリーグの規約上、実質的に上場不可

①クラブへの
投資呼込み

クラブ株式の
流動性向上による
投資の呼び込み

②資金調達の
選択肢拡大

公募増資を含めた
クラブの資金調達
選択肢の拡大

③クラブの
公益性向上

上場によるクラブの
公益性、認知、
信頼性向上

④クラブの
経営管理
体制整備

上場企業として
必要な経営管理
体制の整備推進

⑤オーナーチェ
ンジの促進

クラブのステージに
応じたオーナーチェン
ジの可能性向上

上場クラブ及びリーグ全体の成長
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上場解禁に伴うルール変更/関連する規則

◆ 上場株式の流動性を考慮し、15％未満
の株式異動についての事前報告の廃止

◆ 保有比率15％超の新株主が発生する場
合、これまではリーグの事前承認が必要で
あったが、不可避な場合の事後承認も許可

◆ Ｊリーグ理念に反するなど不適正と判断され
る株主の大量保有を原則禁止

◆ クロスオーナーや利害相反を避けるため選
手含めたクラブ関係者の株式保有を規制

株式異動に伴う
報告義務撤廃

15％以上の株
式異動に対する
事後承認許可

不適正株主の
大量保有禁止

関係者の
株式保有規制

上場
解禁に
伴う
ルール
変更

関連する
規則

関連条項
削除のため無し

規約第29条
第2項・3項

・規約第29条
第５項・６項
・規約第30条
第１項

・規約第29条
第２項・３項・7項

・宣言書

概要 関連規約等1

注1 : 詳細については、参考資料P8～12を参照のこと
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Q&A

Q:Ｊリーグは地域密着を捨てて、お金重視へと舵
をきったのか？
A:Ｊリーグは創設以来、地域密着の理念を掲げ、サ
ポーターを含む地域の皆様共に成長してきました。上
場の解禁により、この理念に変更がある事は全くあり
ません。むしろこの理念の維持強化のために、クラブに
おける経営上の選択肢を拡大したとご理解ください

Q:現在、株式上場を予定もしくは検討しているクラ
ブはあるのか？
A:22年7月時点において上場予定を公表している
クラブはございません。株式上場には通常数年（2
～3年）かかるため、現状の上場意向に関して各ク
ラブにアンケートを実施しましたが、関心を示すクラブ
は一定数存在している状況です

Q:上場を解禁したことにより、なにかデメリットや悪
影響は生じないのか？
A：大きなデメリットや悪影響は無いと考えています。
最も懸念される、不適正株主による上場クラブの株
式保有についても、クラブの対応策に加えてリーグ規
約により実質不可能としているなど、上場解禁により
これまで以上のリスクが生じないよう体制を整えました

Q:自社がＪクラブの大株主になった場合に、どの
様なメリットがあるか？
A：対象とするクラブにもよりますが、クラブの株式価
値向上以外にも、企業認知度や製品ファンの増加、
従業員のモチベーション向上、クラブのシャレン！活動
を通じたSDGsの活動やESG投資など事業・組織運
営における様々なメリットがあると考えております

Q:海外で上場しているクラブはあるのか？
A:はい、海外では上場クラブが多数あります。イング
ランドプレミアリーグのマンチェスターユナイテッド、セリエ
Aのユベントスなどの著名クラブのみならず、オランダや
ポルトガル等においても上場しているサッカークラブがあ
ります。詳しくは参考資料をご参照下さい

Q:外国籍の法人や個人でもＪクラブの株主になれ
るのか？
A:株主になれます。スポーツ産業のグローバリゼーショ
ンが飛躍的に進む昨今の状況も踏まえ、現状におい
ては外国籍の法人や個人がＪクラブの株主になる事
について特に規制を設けておりません
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参考資料
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海外主要リーグとの比較

◆ トップクラブ同士の比較においても、海外主要リーグとの差は依然大きい

注1 : 欧州５大リーグはMatch Day, Broadcasting, Commercialの合算であり選手の移籍金収入は含まない。Ｊリーグは移籍金収入を含んでいる
注2 : Ｊリーグは2019年シーズン
注3 : USD＝134円換算
注4 : Facebook, Instagram, twitter, TikTok, Weiboのフォロワー合計
出所 : FOOTBALL BENCHMARK

平均入場者数
（18-19シーズン2 、人）

80,820 
75,208 74,498 

58,789 

46,911 

34,184 

ブンデス ラリーガ プレミア セリエA リーグ１ J1

（日）（英） （仏）（西）（独） （伊）

浦和
レッズ

バルセロナ

インテル

ボルシア
ドルトムント

マンチェスター
ユナイテッド

パリSG

SNSフォロワー数4

（’22年6月時点、百万フォロワー）

350.6

201.5

161.1

126.0
109.5

1.4

ラリーガ プレミア リーグ１ セリエA ブンデス J1

（日）（英） （伊）（西） （仏） （独）

セレッソ
大阪

マンチェスター
ユナイテッド

ユベントス

レアル
マドリッド

パリSG

バイエルン
ミュンヘン

欧州5大リーグ＋Ｊリーグの主要指標におけるトップクラブ間比較

事業収益1

（18-19シーズン2 、億円3）

1,284 

1,088 
1,009 976 

709 

114 

ラリーガ プレミア ブンデス リーグ１ セリエA J1

（日）（英） （仏）（西） （独） （伊）

ヴィッセル
神戸

マンチェスター
ユナイテッド

パリSG

バルセロナ

バイエルン
ミュンヘン

ユベントス



9

関連規約（抜粋）１／２

Ｊリーグ規約第29条〔Ｊクラブの株主〕

(2) Ｊクラブは、以下各号に定めるいずれかに該当することとなる場合、当該各号に定める株主（以下「新規大口株主」と
いう）の適正性についてチェアマンの承認を得なければならない。本条および次条において、株主とは、株式を保有する
法人および自然人であり、株式とは、別段の定めがない限り、株式のほか、新株予約権、新株予約権付社債その他の株式
を取得できる権利（以下当該権利により将来発行され得る株式を「潜在株式」という）を含み、議決権とは、別段の定め
がない限り、潜在株式にかかる議決権を含むものとする。なお、本条および次条において、公益社団法人であるＪクラブ
については、社員たる地位について同様の取扱いとする。
① 総株主の議決権（潜在株式にかかる議決権を除く）の15％以上の議決権を自己の計算において有する株主が新たに発生
する場合
② 総株主の議決権（潜在株式にかかる議決権を除く）に占める当該株主の議決権比率が自己の計算において３分の１を超
える株主が新たに発生する場合
③ 総株主の議決権（潜在株式にかかる議決権を除く）に占める当該株主の議決権比率が自己の計算において50％を超える
株主が新たに発生する場合

(3) Ｊクラブは、原則として、前項に定める新規大口株主の適正性の事前承認を得るため、新規大口株主の発生に先立って、
以下各号に定める書面を速やかにＪリーグに提出しなければならない。ただし、Ｊクラブの意思によらない場合など、新
規大口株主が新たに発生することを事前に知ることができないことに合理的な理由がある場合には、事後承認を得るため、
Ｊクラブが前項各号に定めるいずれかに該当することを知った後直ちに当該書面を提出するものとする。
① Ｊリーグ所定の申請書
② 前項第２号または第３号に該当する場合に限り、新規大口株主が個人の場合はその者、法人の場合はその法人の代表者
（Ｊリーグが必要と判断する場合、その法人の意思決定に大きな影響を与える者を含む）からのＪリーグ所定の宣言書

出所：Ｊリーグ規約（URL：https://aboutj.jleague.jp/corporate/wp-content/themes/j_corp/assets/pdf/02_20220228.pdf）

https://aboutj.jleague.jp/corporate/wp-content/themes/j_corp/assets/pdf/02_20220228.pdf
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関連規約（抜粋）２／２

Ｊリーグ規約第29条〔Ｊクラブの株主〕

(５)Ｊクラブは、他のＪクラブもしくは他のＪクラブの重大な影響下にあると判断される法人の株式を保有し、または他の
Ｊクラブに重大な影響を与えうる法人の総株主の議決権（潜在株式にかかる議決権を除く）の15％以上の株式を保有して
はならない。

(6) Ｊクラブは、暴力団員等にＪクラブの株式を保有させてはならない。なお、当該Ｊクラブの重大な影響下にあると判断
される法人の株式についても同様とする。

(7) チェアマンが第２項の承認をしないこととした場合、または、第５項もしくは第６項に違反する株式保有が判明した場
合、Ｊリーグは、当該Ｊクラブに対して、一定の期間を定めて当該株主の株式保有（持株比率）の適正化を求めることが
できるものとし、当該Ｊクラブは、当該期間内に、株主の株式保有（持株比率）の適正化を実現しなければならない。

Ｊリーグ規約第30条〔Ｊクラブの株主〕

(1) Ｊクラブの役職員は、次の事項を行ってはならない。
① 他のＪクラブ、他のＪクラブの重大な影響下にあると判断される法人または他のＪクラブに重大な影響を与えうる法人
の役員または職員を兼務すること
② 他のＪクラブまたは他のＪクラブの重大な影響下にあると判断される法人の株式を保有すること
③ 他のＪクラブに重大な影響を与えうる法人の総株主の議決権（潜在株式にかかる議決権を除く）の15％以上の株式を
保有すること

(2) 前項に違反する状態が判明した場合、Ｊリーグは、当該役職員に対して、一定の期間を定めて違反状態の解消を求め
ることができるものとし、当該役職員は、当該期間内に、違反状態の解消を実現しなければならない。

出所：Ｊリーグ規約（URL：https://aboutj.jleague.jp/corporate/wp-content/themes/j_corp/assets/pdf/02_20220228.pdf）

https://aboutj.jleague.jp/corporate/wp-content/themes/j_corp/assets/pdf/02_20220228.pdf


11

宣言書（法人向け）１／２

出所：Ｊリーグウェブサイト（https://aboutj.jleague.jp/corporate/wp-content/themes/j_corp/assets/pdf/sengenB_20220315.pdf）

https://aboutj.jleague.jp/corporate/wp-content/themes/j_corp/assets/pdf/sengenB_20220315.pdf
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宣言書（法人向け）２／２

出所：Ｊリーグウェブサイト（https://aboutj.jleague.jp/corporate/wp-content/themes/j_corp/assets/pdf/sengenB_20220315.pdf）

https://aboutj.jleague.jp/corporate/wp-content/themes/j_corp/assets/pdf/sengenB_20220315.pdf
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関係者の株式保有規制（詳細）

クラブ株式
他のＪクラブに重大な影響
を与えうる法人の株式

他のＪクラブの重大な影響
下にある法人の株式

自クラブ

他クラブ

15％以上 15％未満 15％以上 15％未満

15％以上 15％未満

ク
ラ
ブ
及
び
関
係
す
る
法
人

クラブ 〇 × × × 〇 × ×

関
連
法
人
等

自クラブに
重大な影響を
与えうる法人

〇 × 〇 × 〇 × 〇

自クラブの
重大な影響下に

ある法人
〇 × × × 〇 × ×

ク
ラ
ブ
役
職
員

本人 〇 × × × 〇 × ×

本人の関係者 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

保
有
主
体

保有対象

注：選手・監督・コーチ、リーグ役職員、マッチコミッショナー等のクラブ株式保有については詳細検討中
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主な海外上場クラブの株式情報

リーグ クラブ Ticker
時価総額
(億円）

Price/
Sales

PER PBR
EV

(億円）
EV/

EBITDA

欧
州
5

大
リ
ー
グ

イギリス
マンチェスター
ユナイテッド

MANU 2,512 2.7 - 7.2 3,386 24.6

イタリア ユベントス JVTSF 1,472 1.6 - 3.4 1,449 52.4

ローマ ASRF 238 1.0 - - 822 31.3

ラツィオ SSLZF 108 0.6 - 6.4 146 7.5

ドイツ ドルトムント BORUF 546 1.0 - 1.2 572 4.2

フランス リヨン OOLGF 184 1.1 - 1.4 707 264.7

そ
の
他
リ
ー
グ

オランダ アヤックス AFCJF 423 2.5 - 1.3 414 5.9

スコット
ランド

セルティック CLTFF 192 1.8 13.6 1.8 184 3.7

トルコ ガラタサライ GSRAY.IS 169 2.0 38.8 - 371 15.9

ポルトガル スポルティング SCP.LS 80 2.4 15.3 8.0 283 5.4

注１：為替レートは以下の通り。USD＝135.4円、EUR＝143.3円、TRY=8.17円
出所：Morningstar, Bloomberg, Yahoo Finance

（2022年6月28日時点）


